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事務局内の総合調整

庶務、人事、会計

あっせん、調停、仲裁及び裁定の申
請、鉱区禁止地域の指定の請求等の
受付

所掌事務の処理状況の国会に対する
報告

総務大臣等に対する意見の申出

地方公共団体の公害苦情処理につい
ての指導等

資料、情報の収集分析及び調査研究

あっせん、調停、仲裁及び裁定によ
る公害紛争の処理

鉱区禁止地域の指定

鉱業等に係る行政処分に対する不服
の裁定

土地収用法に基づく不服申立てに関
する意見の申出等

公害等調整委員会の主な歩み

年　　月 事　　　　　　　項
昭和25年12月 土地調整委員会設置法（法律第 292 号）公布

昭和26年 １月 土地調整委員会発足（総理府の外局）

６月 土地収用法（法律第 219 号）公布により意見照会制度を創設

昭和42年 ８月 公害対策基本法（法律第 132 号）公布

昭和45年 ６月 公害紛争処理法（法律第 108 号）公布

11月 中央公害審査委員会発足（総理府）

昭和47年 ６月 公害等調整委員会設置法（法律第 52 号）公布

公害等調整委員会発足（総理府の外局）　（土地調整委員会と中央公害審査

７月 委員会とを統合）
土地調整委員会設置法の一部改正により鉱業等に係る土地利用の調整手続等
に関する法律に題名改正

９月 公害紛争処理法の一部改正により裁定制度導入

昭和49年11月 公害紛争処理法の一部改正により職権あっせん制度導入

平成 ５年11月 環境基本法（法律第 91 号）公布

平成13年 １月 中央省庁再編により総務省の外局となる

東京から離れた所に在住する当事者の負担軽減を図るため、公害紛争の処理
平成21年 ５月 手続等に関する規則（昭和 47 年公害等調整委員会規則第 3 号）を改正し、
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被害発生地等の現地で期日を開催する（現地期日）要件を緩和




